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令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・2校以上での拠点化によりクラブ活動の人的環境を整備し、活動内容の質的向上を図ることで、持続可能な部活動及び地域クラブ活動の仕組みを構築する。

・他校生との交流のほか、地域との交流を進めることで、参加生徒の人間関係形成や、長期的な視野での人材の発掘・育成、資質向上に資する。

・移行期間においては運営団体の人材バンク登録者から兼職兼業教職員を中心に指導員を複数名配置することにより、平日部活動との指導の連動を図り、受益者

の不安及び不公平感を払拭するとともに、休日部活動の指導を希望しない教職員の負担軽減を図る。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（任意団体設立型）
（２）運営主体：土浦市地域クラブ活動推進協会

「土浦市地域クラブ Blue Ocean」
（３）種目：軟式野球、サッカー、男子バスケットボール、女子バスケットボール、

男子バレーボール、女子バレーボール
（４）指導者の主な属性：兼職兼業の教職員・部活動指導員・部活動外部コーチ
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：月４回程度
（６）主な活動場所：市内中学校等施設
（７）主な移動手段：保護者送迎・自転車・徒歩
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：26,000円/年
（９）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・少子化に伴う生徒数の減少により、部活動部員数や教職員数の減少等により、単独校での部活動維持が困難な状況となっている。

・部活動への参加意欲の二極化が見られ、中学生のスポーツ離れの深刻化が懸念される中、行政主導の運営団体による持続可能で段階的な移行の必要がある。

・休日も部活動に従事することによる教職員の負担が大きく、専門性や意思に関わらず教職員が指導するこれまでの指導体制の維持は厳しい状況となっている。

・学校の実情を考慮した拠点構成により安定した参加者数が確保されたことで、活動内容の幅の広がりと質的向上を図ることができ、参加生徒の満足感につながった。

・警察やスポーツ少年団等の地域との交流活動を行ったことで、参加生徒の視野が広がり、地域クラブを支える人材育成や仕組みの構築の足がかりとなった。

・行政主導の運営団体が計画的に指導者を配置することで、併存する平日部活動との連携・連動が図られ、受益者の不安の軽減につながった。また、休日部活動

への従事がなくなった分、教職員に土日の余裕ができ、学校の負担軽減にも寄与した。

・活動場所、日程調整

・指導者複数配置

・拠点間交流

・事務局運営

・指導者研修

・定例ミーテイング 等

実施主体：
地域クラブ「Blue Ocean」

土浦市地域クラブ活動推進協会
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地域移行の体制整備等

クラブ運営に係る部分
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再々々委託

・検討協議会での協議

・推進委員会の開催

・行政支援 ・連絡調整

・指導助言 ・広報 等



【土浦市】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

市内各校の在籍生徒や競技人口の減少等により、各校が開設している部活動の部員数が減少し、

団体競技を中心に単独校での部活動維持が困難になりつつあり、部活動の削減等の必要が生じて

いる。また、部活動活動時間の縮減策により、在籍部員や部活動顧問の活動意欲等が低迷する傾

向や部活動への参加意思の二極化が見られ、保護者等が期待する部活動運営に応えられない場

合が増えており、中学生のスポーツ離れが深刻化する前に早期の対策が求められていることから、拠

点校化等を検討し、複数指導者の中で平準化された活動の保障が必要となってきている。

本市の部活動の現状を踏まえ、生徒主体の部活動改革を目指す一方で、地域移行の早期実現

は、現段階では地域としての受け皿（人的・物的資源）が不足しており、今後もこれまでの各校によ

る部活動運営と同等規模の環境を提供するためには、行政主導の事務局運営により、持続可能で

段階的な移行へと導く必要がある。

人口 142,181人 部活動数 123部活

公立中学校数 8校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 3,164人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定済
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土浦市の中学校生徒数の推移

土浦市の中学校生徒数の推移

○H18年の合併によりH20は一時的に増加
○R10には、30年前のおよそ2/3となる可能性

部活動種目
１８種目
※男女別のものも１種目としてカウント

部活動数 ８校１２３部

加入者数 ２７５０人

加入率 ８７％

＜単独校での部活動運営に支障が出ている部活動＞
〇合同チームで活動または大会参加
野球部、サッカー部

〇ベンチ登録人数または団体戦規定人数以下
野球部、サッカー部、バスケットボール部、バレーボール部、柔道部、剣道部、新体操部、
吹奏楽部

〇学校外での活動と連携
柔道部、水泳部、バドミントン部
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

▼行政組織内での役割分担

 教育委員会（指導課）

部活動指導員の配置を含む部活動数適正化に向けた取組

部活動地域移行の制度設計、運営団体の起ち上げ

部活動改革全般にわたる学校等とのコーディネート

各学校・中体連との連絡調整及び関係者への広報活動

 市長部局（教育委員会スポーツ振興課、広報広聴課）

地域のクラブやスポーツ協会等との連絡調整

市体育施設の管理及び団体への貸し出し調整

市報でのPR活動

実施主体：
地域クラブ「Blue Ocean」

土浦市地域クラブ活動推進協会

校

各
学

連携

連動
・活動場所、日程調整

・指導者複数配置

・拠点間交流

・事務局運営

・指導者研修

・定例ミーテイング 等

部活動改革

地域移行の体制整備等

クラブ運営に係る部分

土

浦

市

再々々委託

・検討協議会での協議

・推進委員会の開催

・行政支援 ・連絡調整

・指導助言 ・広報 等
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 ８校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 軟式野球,サッカー,男子バスケットボール,女子バスケットボール,男子バレーボール,
女子バレーボール

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

４３部活

拠点校名 土浦第一中学校 土浦第二中学校 土浦第四中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

５部活 ６部活 ６部活

地域クラブ活動で実施
した種目

軟式野球、サッカー、男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ
女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ、女子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

軟式野球、サッカー、男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ
女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ、男子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

女子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

軟式野球、サッカー、男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ
女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ、男子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

女子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

運営主体名 土浦市地域クラブ活動推進協会 「土浦市地域クラブ Blue Ocean」

運営類型 ※注2 市区町村運営型（任意団体設立型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

月４回程度

指導者の主な属性 兼職兼業の教職員・部活動指導員・部活動外部コーチ

活動場所 市内中学校等施設

主な移動手段 徒歩または自転車、保護者送迎

１人あたりの参加会費等
（年額）※注3

26,000円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険 生徒１人あたり：800円/年 指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要

主な取組例 ※注1
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２．実証内容と成果

▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例 ※注1

市教委コーディネーターが運
営団体・学校・地域との連絡
調整を行いながら地域クラブ
運営をサポート。

市内全８校を対象に、
隣接する学校を基本と
して複数の拠点に分け
編成。
※拠点となる学校を主
会場とする。

指導者は兼職兼業を希
望する教員、部活動指
導員が中心。他の指導
者を含め、各拠点に複
数名を配置。

各拠点指導員から複数
名配置。不足時にはフ
リーの指導員を配置。

学校にない種目も拠点
に割り振り、多様なニ
ーズへの対応も想定。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

○部活動改革検討協議会

部活動の段階的な地域移行や合理的で効率的な部活動の推進等、部活動及び地域クラブの在り方について検討する。

○部活動改革プロジェクト推進委員会

持続可能な部活動及び地域クラブ運営の実現に向けた具体的方策について検討する。

取組事項

部活動改革検討協議会（年6回開催）では、地域移行を含む部活動改革に向けた方針の検討や決

定を行ってきた。市教育委員会の各課や中体連、スポーツ協会との連携や役割分担等の確認の場ともなり、

事業推進に寄与した。一方で、中体連主催大会の枠組みへの対応や地域クラブ活動における市所管のス

ポーツ施設や文化施設の利用に向けた調整などの課題も浮き彫りとなった。

部活動改革プロジェクト推進委員会（年4回開催）では、先行実施競技の中体連専門部からの意見も

反映した地域クラブ拠点の枠組みを作成することができた。また、学校の実情にも配慮した計画により実践を

進められたためスムーズな地域移行に貢献することができた。しかし、競技・種目により生徒数や顧問の先生

方の専門性等に差があるため、地域移行や地域クラブでの指導に係る意識に温度差が見られた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

組織編成において、部活動改革検討協議会の下部組織として位置付けた部活動改革プロジェクト推進

委員会のメンバーに、中体連理事や地域移行先行実施競技

の中体連専門委員長を入れることで、検討協議会で検討・決

定された内容について、各学校・各競技の実情も加味しながら

具体的方策の検討や修正を行うことができた。また、中体連専

門部への情報共有もスムーズに行うことができた。

特に
工夫した
事項

実証1年目となる今年度は、新人戦終了後の10月からの実施であったため、大会等への参加については十分な実証ができなかった。2年目と

なる次年度は、総体や新人戦を含む大会参加における具体的な問題点を整理することが課題となる。また、中学3年生の総体後の扱いなど、

通年でのクラブ運営の在り方についても検討協議会において検討していく必要がある。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

○指導者の質的確保

コンプライアンス研修、指導力向上研修、事務局や部活動改革推進コーディネーターによる各拠点の巡回指導

○指導者の量的確保

土浦市地域クラブ推進協会の「土浦市地域クラブ指導者バンク」に指導者登録し、登録者の中から各拠点に複数名指導員を配置

取組事項

任用時に指導者研修会を実施し、コンプライアンスや地域クラブ指導者としての心構えなどについて確認するとともに、

他の研修会等への積極的な参加を促した。また、クラブ活動時には、事務局が巡回指導を行い、指導の質の向上のた

めの評価や助言を行った。

指導者を複数名配置することで、物理的・心理的安全が図られ、生徒も保護者も安心感の持てる活動環境の提供

につなげることができた。また、指導者同士が互いに協力して指導に当たることで、指導者自身の指導力の向上にもつな

がった。参加生徒を対象としたアンケートでは、回答者の約8割が地域クラブ活動に満足しており、うち3割程度の生徒が

満足している理由として、指導者の指導内容や複数体制での安心感などをあげていた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

部活動の意義や良さを継承・発展する形で持続可能な地域クラブ活動を目指すとともに、併存する部活動と地域クラブ活動で指導者が変わ

ることへの生徒・保護者の不安に配慮し、指導を希望する教員及び部活動指導員を中心とした兼職兼業の仕組みを構築し、部活動との連

携・連動を図った。

指導者バンク登録数88名…〈内訳〉 部活動顧問教員：58名 部活動指導員：6名 部活動外部指導者等：11名

部活動顧問以外の教員（管理職や小学校教員）：8名 指導主事等行政職員：5名

先行実施に伴い、活動を重ねる中で生じる小さな課題について、これまでの部活動顧問としての指導や関係性を活かして対応してもらったこと

で、参加する生徒や保護者の移行に伴う不安感の軽減に寄与した。

特に
工夫した
事項

今年度は、年度途中からの先行実施ということもあり、先行実施種目の部活動顧問や部活動指導員、外部コーチといった部活動にかかわる

方々が協力的に指導を希望していただけたが、教員の定期異動や家庭の事情により次年度以降も年間を通じて指導者を質的・量的に確保で

きるかについてはまだ課題が残る。兼職兼業の教職員を中心としながらも、地域人材をどのように取り込むかについて引き続き検証していく。

今後の
課題と
対応方針

【参加生徒の満足度】
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

部活動及び地域クラブ活動に対する支援の受け皿となるべき民間のスポーツクラブ・文化芸術団体に供給の限界があるため、市教育委員会

が主導して運営団体を起ち上げ、独自の支援体制を構築することで安定した持続可能な地域クラブ運営を行う。市教育委員会が一体的に主

導することにより、学校現場の実情や受益者となる中学生及びその保護者の思いも考慮しながら、行政側の事業推進や支援をなるべくスムーズ

に進められるようにする。また、公益性の高い事業とすることで、地域企業や団体からの支援も受けやすくする。

取組事項

実証事業における地域移行先行実施種目に参加する生徒及びその保護者対象の事前のアンケート調査では、自校での活動ではなくなること

に対する移動手段の不安が最多であったが、次いで、部活動と休日の地域クラブ活動で指導者が変わることへの不安が多かった。また、9月に実

施した地域クラブの活動開始に向けた保護者説明会の場でも、指導者に対する期待と不安の声が多く出されており、改めて学校部活動に寄せ

る期待が大きい地域の特性にも配慮した改革の推進が必要であることがわかった。

部活動との連携・連動を意識した地域クラブ運営とするため、兼職兼業を希望する教員や部活動指導員、外部コーチ等の部活動関係者が、

各拠点の指導に携われるよう配慮して指導員を配置した。また、学校に対しても実証期間における学校部活動について、地域クラブ活動との連

携・連動を意識した計画や活動の実施となるよう協力を要請した。
取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

部活動顧問や部活動指導員等、部活動関係者のみで指導者を確保することは難しく、事業の継続・拡大に向けては質的・量的側面からも

地域指導者の活用が必須となる。持続可能な地域クラブ運営のためにも、運営団体における安定した事務局体制の構築と、行政支援や地

域・学校との連携強化が求められる。事務局体制を充実させ、受益者とそこにかかわる関係者が相互に利益を感じられる事業を目指していく。

今後の
課題と
対応方針

安定した地域クラブ運営を担うために、運営団体の事務局に事務

局長1名と事務職員2名を配置した。また、事務局には本市の部活

動改革推進コーディネーター等も直接運営に関わることで、事業の

推進や地域クラブの運営が円滑に進むよう調整を図りながら実証に

取り組むことができた。

一方で、地域の企業や団体との連携や協力の依頼については、税

制面での課題や運営団体法人化の必要性などの課題も新たに見つ

かった。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

○部活動参加者が安心して参加できる地域クラブ運営体制の構築

・部活動運営方針等に準拠した地域クラブ活動ガイドラインの作成

・地域クラブ活動に係る連絡用コミュニケーションツールの開発

・移動に係る負担軽減のための地域クラブ活動の弾力的な運用

取組事項

地域移行を進めるにあたり、部活動運営方針に準拠した活動となるよう『土浦市

地域クラブ活動ガイドライン』を作成するとともに、部活動と連携・連動した運営にな

ることを周知し、地域移行の先行実施に対する不安を軽減できるよう努めた。部活

動との指導の連続性が期待され、対象部活動に参加する生徒546人（5月時点

の調査人数）中、約9割にあたる490人が地域クラブ活動にも参加した。また、活

動時間は土日のいずれか3時間程度を基本としており、参加生徒を対象としたアン

ケートではおよそ56.6％の生徒が活動時間について「ちょうどよい」と回答した。

保護者が子どもを安心して参加させられるためのツールとして、情報システム会社と

連携し、活動予定の確認や地域クラブ活動への参加に係る諸連絡に活用する新た

な連絡用コミュニケーションツールの共同開発に取り組んだ。開発中であるため、機

能の制限や操作方法等に課題が見られるため、今後も実証を重ねる必要がある。

各クラブの拠点となる会場は「主会場」として設定しており、同日同時刻に行う他の

地域クラブ活動や地域移行していない部活動との調整を図りながら、各クラブに参

加する生徒の在籍校を利用できる機会も意図的に組み入れ、参加生徒や送迎を

する保護者の移動に係る負担軽減に配慮した。

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

実証事業における移行期間であり、平日の部活動が併存する形となるため、参加する生徒や保護者からは連絡体制や保険の加入など、部

活動と重複する部分に対する問い合わせや要望が多くあった。また、部活動の実情が学校や競技・種目により差があるため、大会や練習試合の

在り方を含む活動内容に対する要望への対応を検討し、安心して参加できる体制整備を進めていく。

今後の
課題と
対応方針

取組の
成果

＜連絡用コミュニケーションツール活用状況＞
〇クラブのメンバーやスケジュールの管理
・クラブへの参加申請、招待、承認
・クラブ活動予定の掲載
〇クラブ活動出欠確認
・出席状況の管理
・出席時、帰宅時の保護者へのメール送信
〇保護者への連絡
・緊急連絡先の確認
・登録者へのメッセージの送付（クラブ・個別）

＜活用時間に係るアンケート結果（参加生徒対象）＞
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

教育行政が主導した非営利的な外部組織運営により、自治体からの補助金及び賛同を得られた地域企業や団体等からの協賛金・寄付金

を運営費の一部に充てられるようにすることで、低額な経費での参加を可能とし、受益者の金銭的な負担の軽減に寄与する。取組事項

地域移行先行実施の実証期間においては、未実施種目との公平感にも配慮し、市一般財源により運営団体となる「土浦市地域クラブ活動

推進協会」に補助金を交付したことで、受益者負担として想定していた年会費や活動費を免除し、追加の負担なく活動に参加できる体制を整

えることができた。そういった環境下で実証する中で、持続可能なクラブ運営と参加に係る受益者負担額とのバランスについても多面的に検討す

ることができた。

地域企業や団体からの協賛や寄付については、土浦市商工会議所や地元企業等への事業説明を行うなかで趣旨に賛同していただける方も

おり、取組の方向性についてある程度の見通しを持つことができたが、その一方で、実際に協賛や寄付を受け取るためには、税制上の諸課題も

複数見つかったため、運営団体の体制整備をさらに進めるとともに、税理士等、税務上の処理を適切に行うことができる人材を事業に取り入れる

必要があることがわかった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

事前調査及び想定される参加人数から割り出した指導者に対する謝金相当額と参加生徒に係る保険料については、当初、受益者負担とし

て考えたが、先行実施種目と移行していない部活動の間で負担に係る不公平感が生じることに配慮し、検討協議会及び市教育委員会との協

議を重ね、市一般財源により受益者負担相当分を運営団体に補助金として交付し、運営費に充てることで間接的に受益者の金銭的な負担

を軽減することとした。

特に
工夫した
事項

クラブ運営を担う事務局となる団体は「任意団体」としてスタートしたため、事務局運営等における各種手続きで制限がかかる場合が多く、計

画通りに進められない部分が生じている。また、事務職員を雇用しているが、みなし法人として税務上の処理をするためにはより専門的な知見が

必要となり、税理士等からの助言がいただける環境を整える必要がある。運営団体の体制をより充実させるために、地域からの支援を受けやすい

体制を整えるとともに、持続可能な組織運営を目指す上でも法人格を取得し、協賛や寄付の募集はもちろん、一部収益業務等も行える団体

に成長させる必要がある。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

学校部活動との連携・連動を図ることで、学校施設及び用具等の一部借用を可能にするとともに、地域クラブ活動時の事故やけが等に係る

保険等の整理、学区外の施設での活動に伴う不安感への対応を行い、当面の間生じる部活動と地域クラブ活動の併存状況を保持し、スムー

ズな地域クラブ活動への移行を進める。

取組事項

当面の間は、地域クラブ活動が部活動と同様に学校施設や用具等を利活用できるよう土浦市学校長会に協力依頼した。また、活動予定を

作成する際に、兼職兼業で指導に携わる教員の中から選出した学校統括リーダーと各競技・種目の拠点リーダーを中心にGoogleのスプレッド

シートにて情報を共有しながら調整ができるようにした。利用可能な会場が確認できるため、個別のやりとりが必要なくなり、よりスムーズに活動予

定の調整を行うことができた。現状では、施設の解錠や施錠について指導員となっている教員に頼ることが多くなっているため、施設管理や物品の

使用について規則等の整備が課題である。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

学校施設を利用するにあたっては、現在グラウンドと体育館の利用ということで社会体育に準じて対応が可能であるが、今後は校舎内の活用

等も含め施設の管理に係る規則等の整備及び管理体制の構築が大きな課題となる。関係者との協議を継続的に実施しながら、よりよい管理

体制について今後も検討を重ねていく。また、スポーツ保険については年度が替わる際に4月以降の活動に係る保険料を3月中に支払わなけれ

ばならないことで、4月当初の活動が困難な状態となっている点についても、併せて検討が必要な課題である。

今後の
課題と
対応方針

地域クラブ活動時の事故やけが等に係る保険については、学校管理外の活動と

なるため、スポーツ振興センター災害給付制度とは別のスポーツ保険に加入すること

で、活動時の自身のけがに対する傷害保険の他、対人・対物事故による損害賠

償責任についても補償できる体制を整え、学校施設での活動における安心・安全

を確保することができた。併せて、学区外での活動になる場合もあるため、自転車で

の移動が可能であることを学校長会を通じて各学校とも共通理解を図るとともに、

万が一の事故の際にも保険の対象となることを確認し、保護者に対しても周知した。

参加生徒に対するアンケートの結果では、参加生徒のおよそ半数は保護者の送迎

で参加しており、約４割が自転車を主な移動手段としていた。

＜移動手段に係るアンケート結果（参加生徒対象）＞
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果）

【実証事業評価アンケート・参加生徒】

＜地域クラブ活動の満足度＞

＜満足している理由（複数回答）＞

＜満足していない理由（複数回答）＞

＜地域クラブ活動に求めるもの（複数回答）＞

＜次年度の参加希望＞

＜参加する際の主な移動手段＞

活動が楽しい

十分な活動時間が確保できている

参加人数が増え活動内容が充実した

他校生徒と活動することで刺激になる

他校生徒との交流が深まった

指導員の指導内容がよい

複数の指導員で見てくれ安心

活動場所まで自力で行ける

その他

活動が楽しくない
人数が増え活動内容の質が低下

他校生徒と活動することで質が低下
他校生徒との交流が上手くできない

指導員の指導内容が合わない
指導員が足りず安心できない
活動場所まで自力で行けない

十分な活動量が確保できていない
その他

自分の競技力の向上

精神面での安定や成長

楽しい活動

大会等での勝利

チームとしてのレベルアップ

他校生徒との交流

ストレス発散

ハイレベルな専門的指導

部活動レベルの専門的指導

大会参加や練習ができる参加人数の確保

自力で移動可能な場所での活動

その他
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果）

【実証事業評価アンケート・保護者】

＜地域クラブ活動の満足度＞

＜満足している理由（複数回答）＞

＜満足していない理由（複数回答）＞

＜地域クラブ活動に求めるもの（複数回答）＞

＜次年度の参加希望＞

＜次年度の参加希望＞

活動が楽しんでいる

参加人数が増え活動内容が充実した

他校生徒と活動が刺激になっている

他校生徒との交流が深まった

指導員の指導内容がよい

複数の指導員で見てくれ安心

活動場所まで子ども自身で行ける

その他

活動が楽しくない
人数が増え活動内容の質が低下

他校生徒と活動することで質が低下
他校生徒との交流が上手くできない

指導員の指導内容が合わない
指導員が足りず安心できない
活動場所まで自力で行けない

十分な活動量が確保できていない
その他

子どもの競技力の向上
子どもの精神面での安定や成長

楽しい活動
大会等での勝利

チームとしてのレベルアップ
子どもの他校生徒との交流
子どものストレス発散
ハイレベルな専門的指導
部活動レベルの専門的指導

大会参加や練習ができる参加人数の確保
自力で移動可能な場所での活動

その他
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２．実証内容と成果

参考資料（周知用リーフレット）

【休日の部活動地域移行周知用リーフレットVol.1】 【休日の部活動地域移行周知用リーフレットVol.２】

休日の部活動の地域移行をスタートしたこと
を周知するためのリーフレットを作成し、Vol.1
を12月に配付。
さらに、地域移行実証事業のさらなる周知

のため、実証事業の概要と進捗状況を中心と
したVol.2を作成し、2月に配付。

リーフレットの配付は、本市が全部活動の
休日地域移行を目指す令和８年度に中
学生となる現小学４年生から、現在地域
移行の対象となっている現中学２年生まで
全員と学校関係者等に配付。
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２．実証内容と成果

参考資料（協議会等で使用した資料の抜粋等）

【土浦市地域クラブ活動ガイドライン及びQ&A】 【指導者研修資料】

地域移行先行実施直前段階
での考え方や予想される不安点
についてQ&Aを作成し、説明会
等で周知。
市教育委員会HPにも掲載。

R4スポーツ庁／文化庁のガイドライン
やR4茨城県教育委員会の茨城県部
活動の運営方針【改訂版】を参考に、
土浦市の部活動地域移行に向けたガ
イドラインを作成
活動時間や休養日の確保については
「土浦市部活動運営方針」に準拠する
よう示してあり、移行期間における部活
動との連携・連動にも配慮している。

コンプライアンス研修での
参考資料として提示し、研
修の中でもセルフチェックを
行った。
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【地域クラブ活動事前保護者説明会】

任意団体設立時役員会

開所式・指導員研修会

【任意団体開所式、指導者研修会】

【行政視察】 【定例ミーティング】

県担当者の視察

他県教育委員会の視察
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【地域クラブ活動・軟式野球】 【地域クラブ活動・サッカー】

【地域クラブ活動・バスケットボール】 【地域クラブ活動・バレーボール】
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２．実証内容と成果

参考資料（新聞記事）

【茨城新聞掲載記事2023.10.29、2024.2.18】



20

２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

プロジェクト案作成、

学校現場との調整、

地域移行検討開始

検討協議会設置、

任意団体の設立、

拠点枠組みの決定

関係者の意向調査、

保護者への説明会、

地域移行先行実施

通年での実証事業、

各種イベントの開催、

拡充種目の検討

地域クラブ活動拡充
休日の全部活動

地域移行

令和４年 令和５年 令和６年 令和８年令和７年

○教育委員会指導課

土浦市校長会、学校

土浦市中体連

●部活動地域移行担当課

である指導課より、土浦市校

長会に対して、今後の方針

等を説明。事業推進の協力

依頼

●部活動指導員の配置

●中体連への情報提供及び

協力依頼

校長会との情報共有や意

見交換を行うことで、学校現

場の意向を取り入れながら事

業の方向性について検討を

進めることができた。部活動

指導員の増員は歓迎された

が、学校が希望する種目の

指導者の確保に苦労した。

○教育委員会指導課

部活動改革検討協議会

土浦市校長会

土浦市中体連

地域クラブ活動推進協会

●検討協議会を起ち上げ、

事業推進の具体策を検討

●現場の実情や意向を反映

できるよう校長会や中体連と

も連携し情報共有

●地域クラブの拠点枠組み

の決定

●市教委が主導し、運営団

体となる「土浦市地域クラブ

活動推進協会」を設立

ステークホルダーが連携し、

スムーズに事業に着手できた

が、運営団体設立には多くの

制限がかかり時間がかかった。

○教育委員会指導課、地域クラブ活動推進協会

土浦市校長会、学校、市PTA連絡協議会

対象中学生及びその保護者

小中学生及びその保護者

市商工会議所、地域企業

●中学生と保護者、市立学校教職員に対する説明

動画の配信及び意向調査

●市PTA連絡協議会での概要説明

●対象中学生の保護者への説明会（全8校）

●土浦市地域クラブ「Blue Ocean」活動開始

●周知用リーフレットの作成・小中学生への配付

●市商工会議所役員会・青年部会への事業説明

●経済団体・地域企業への協力依頼

意向調査の結果や保護者説明会での意見などを反

映して修正を図りながら、地域クラブのスタートを切るこ

とができた。動画配信や説明会、リーフレット等での周

知を図っているが、真新しい事業であるため、各ステー

クホルダーからの理解を得られない部分がある。説明と

実証を重ね、理解を得られるようにする。

○教育委員会

地域クラブ活動推進協会

土浦市校長会、中体連

小中学生及びその保護者

地域企業・団体、住民

●広報活動の継続

●中体連及び部活動関係者

との大会運営に係る協議

●市施設での地域クラブ活動

に向けた連絡調整

●地域クラブでのイベント及び

交流大会等の実施

●地域企業・団体等との連携

●地域指導者の募集
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ


